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Ⅰ．はじめに

　わが国では、性犯罪・性暴力被害者のためのワンス
トップ支援センター（以下、ワンストップ支援センター
と略）が中心となり、性暴力被害の２次予防、３次予防
を担っている。ワンストップ支援センターは、性暴力被
害者に対して、被害直後から総合的な支援（産婦人科医
療、相談・カウンセリング等の心理的支援、捜査関連の
支援、法的支援等）を可能な限り一か所で提供すること
により、被害者の心身の負担を軽減し、その健康の回復
を図るとともに、警察への届出の促進・被害の潜在化防
止を目的とするものである。
　平成24年に内閣府犯罪被害者等施策推進室が「性犯
罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター開
設・運営の手引」を作成し、ワンストップ支援センター

実践研究

抄録　
　わが国では、平成24年に内閣府犯罪被害者等施策推進室が「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セン
ター開設・運営の手引」を作成し、その開設と運営の方法が具体的に示されたことにより、都道府県における開設が
急速に進んでいる。その一方で、性暴力被害者支援看護職を性暴力被害者支援の専門看護職として認定する動きがあ
る。開設が進むワンストップ支援センターの現状を把握し、性暴力被害者支援看護師がその専門性を発揮し活躍する
場となる可能性について考察した。
　内閣府のホームページで公開されている「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター（一覧）」に掲
載されている39施設を対象として聞き取り調査を行った。回答が得られたのは34施設であった。
　わが国のワンストップ支援センターは病院を拠点とするものが全体の26％と少なく、電話相談についても365日24
時間体制で支援している施設は全体の24％であった。性暴力被害は夜間、休日を問わず発生し、初期対応が最も重要
であることを考えると365日24時間体制を整えることが望まれる。それを実現するには病院を拠点とする組織へ移行
していくことが望ましいと考えられ、それは同時に病院所属の性暴力被害者支援看護師の専門的能力を活用すること
につながっていくと考えられる。
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の開設および運営の方法が具体的に示された１）。これに
より、各都道府県におけるワンストップ支援センターの
開設が急速に進んでいる。
　手引きの中で、わが国で実現可能な形態として「病院
拠点型」、「相談センター拠点型」、「相談センターを中心
とした連携型」の３類型が示された。「病院拠点型」は
産婦人科医療を提供できる病院内に相談センターを置く
ものであり、「相談センター拠点型」は病院から近い場
所に相談センターを置き、相談センターを拠点として病
院と連携するものである。また、「相談センターを中心
とした連携型」は相談センターと周辺の複数の協力病院
が連携し、相談センターが支援の核となり各病院と連携
を図るものである。いずれの場合も、警察、弁護士、精
神科医、心理カウンセラーなどとの連携は相談センター
がコーディネートすることになる。
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　一方、性暴力被害者の多様なニーズに対するケアを
総合的に提供する専門家である性暴力被害者支援看護
職（sexual assault nurse examiner, 以下SANEと略）を
養成するための研修が、日本フォレンジック看護学会を
中心として行われている。これはSANE養成プログラム
と呼ばれ、研修修了者はSANEとして認定されるような
システム作りが進められている。SANEを養成するため
の講座は、特定非営利活動法人女性の安全と健康のため
の支援教育センターにおいても開催されており、同セン
ターでは2000年の講座開始以来、2016年春までに337名
の研修修了者を輩出している２）。
　SANE養成講座の研修を受けた看護職は、性暴力被害
者の支援を総合的に行う専門家であるが、通常は病院に
勤務して日常診療に携わっている。医療職であるSANE
を活用するには、支援の拠点を病院に設置するのが効率
的であるが、わが国においては「病院拠点型」のワンス
トップ支援センターが少なく、その活躍の場は極めて限
定的となっている。
　内閣府のホームページには、平成29年６月１日現在、
39都道府県に設置されているワンストップ支援センター
の一覧が掲載されている３）。急速に設置が進められたわ
が国におけるワンストップ支援センターについて、運営
の観点から現状を把握することを目的として、聞き取り
調査を実施した。SANEの養成とリンクすることなく設
置が進められているワンストップ支援センターである
が、その現状を把握し、SANEが性暴力被害者支援の専
門看護職としてその専門性を発揮する場として今後発展
していく可能性について考察した。

Ⅱ．対象と方法

　内閣府のホームページで公開されている「性犯罪・性
暴力被害者のためのワンストップ支援センター（一覧）」
に掲載されているワンストップ支援センター39施設を調
査の対象とした。
　調査方法は、各ワンストップ支援センターのホーム
ページ上に掲載されている情報を基本とし、訪問あるい
は電話による聞き取り調査を追加した。聞き取りの対象
者は、ワンストップ支援センターあるいは関係する都道
府県の職員とした。
　調査の内容は、ワンストップ支援センターの類型、設
置場所、設置主体、運営主体、運営資金拠出者、相談時
間、相談員の資格・数・勤務形態・業務内容、SANEの数・
勤務形態・業務内容、相談件数（電話、面接、メール）、
個別対応件数、１次予防活動実施の有無とした。調査の
目的は、急速に設置されたワンストップ支援センターの
実態を把握することにあるので、取得する情報は一般に
公開されている内容に限定した。

Ⅲ．結果

　ワンストップ支援センター39施設のうち、５施設にお

いては調査協力が得られなかったため、協力の得られた
34施設について分析を行った。回答が得られなかった５
施設に関しては、各施設のホームページから情報は得ら
れるものの、活動実態については確認がとれないことか
ら分析から除外した。公開されている情報の範囲は施設
により異なっており、今回の分析においては34施設すべ
てにおいて公開されている類型、設置場所、設置主体、
運営主体、運営資金拠出者、相談時間について検討し
た。

（１）類型（表１）
　類型は「病院拠点型」が7施設、「相談センター拠点型」
が2施設、「相談センターを中心とした連携型」が25施設
であった。

表１　ワンストップ支援センターの類型

病院拠点型 相談センター拠点型 相談センターを
中心とした連携型

計

7 2 25 34

（２）設置時期と類型（表２）
　「病院拠点型」は平成24年に２施設が開設されたのち
は、毎年１施設ずつ増加している。「相談センター拠点
型」は平成27年と28年に１施設ずつ開設した。また、「相
談センターを中心とした連携型」は平成27年に６施設、
平成28年に９施設、平成29年に４施設と近年急速に開設
が進んでいる。

（３）設置主体と類型（表３）
　「病院拠点型」の７施設のうち、都道府県が単独で設
置主体となっているものが４施設、警察単独が１施設、
病院単独が１施設となっている。他の１施設は、都道府
県・警察・産婦人科医会・犯罪被害者支援センターの共
同設置となっている。
　「相談センター拠点型」は２施設とも都道府県が単独
で設置主体となっている。
　「相談センターを中心とした連携型」は19施設が都道
府県単独であり、その他、単独で設置主体となっている
のは犯罪被害者支援センター単独が１施設、NPO法人単
独が１施設である。残りの４施設は共同設置であり、都
道府県・警察・産婦人科医会・医師会・犯罪被害者支援
センターが種々に組み合わさり設置主体となっている。

表２　ワンストップ支援センターの設置時期と類型

設置年 病院拠点型 相談センター
拠点型

相談センターを
中心とした連携型

平成22年 1
平成24年 2 1
平成25年 1 4
平成26年 1 1
平成27年 1 1 6
平成28年 1 1 9
平成29年 4
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　全体でみると共同設置も含めて設置主体として関与し
ているのは、都道府県が28施設、警察が６施設、産婦
人科医会が５施設、犯罪被害者支援センターが５施設と
なっている。

（６）電話相談時間と類型（表６）
　365日24時間の電話相談体制を整えているのは、「病院
拠点型」で３施設、「相談センターを中心とした拠点型」
で５施設であり、全体の24％となっている。
　365日体制であるが相談時間を日中に限定している施
設が、「病院拠点型」で１施設、「相談センターを中心と
した拠点型」で１施設となっている。
　その他を含め全体の71％にあたる24施設は、平日のみ
の対応となっている。

表３　ワンストップ支援センターの設置主体と類型

設置主体 病院拠点型 相談センター
拠点型

相談センターを
中心とした連携型

都道府県 4 2 19
警察 1
病院 1

犯罪被害者支援センター 1
NPO法人 1

都道府県・警察・産婦人科医会
犯罪被害者支援センター 2

都道府県・警察・産婦人科医会
NPO法人 1

警察・産婦人科医会・医師会
犯罪被害者支援センター 1

警察・産婦人科医会
犯罪被害者支援センター 1

表４　ワンストップ支援センターの運営主体と類型

運営主体 病院拠点型 相談センター
拠点型

相談センターを
中心とした連携型

都道府県 4 2 19
警察 1
病院 1

犯罪被害者支援センター 6
NPO法人 1

都道府県・警察・産婦人科医会
犯罪被害者支援センター 2

都道府県・警察・産婦人科医会
NPO法人 1

警察・産婦人科医会・医師会
犯罪被害者支援センター 1

その他 1

表５　ワンストップ支援センターの運営資金拠出者と類型

運営資金拠出者 病院拠点型 相談センター
拠点型

相談センターを
中心とした連携型

都道府県 4 2 18
警察 1 1
病院 1

犯罪被害者支援センター 2
都道府県・警察・産婦人科医会
犯罪被害者支援センター 1

都道府県・警察・産婦人科医会
NPO法人 1

その他 3

表６　電話相談時間と類型

電話相談時間 病院拠点型 相談センター
拠点型

相談センターを
中心とした連携型

365日・24時間 3 5
365日・日中（＋α） 1 1

平日・24時間 1
平日・日中のみ 1 1 8

平日・日中＋夜間（～22時） 2 1 7
その他 3

＊土曜日は平日に含めて集計

（４）運営主体と類型（表４）
　「病院拠点型」と「相談センター拠点型」は、運営主
体と設置主体が同一である。
　「相談センターを中心とした連携型」は、都道府県が
設置主体となっている19施設のうち、14施設は都道府県
が運営を行っているが、残りの５施設においては運営を
犯罪被害者支援センターに委託している。

（５）運営資金拠出者と類型（表５）
　都道府県が単独で運営資金を拠出しているのは24施設
であり、全体の71％を占めている。
　「病院拠点型」と「相談センター拠点型」は、運営資
金拠出者は設置主体と同一である。
　「相談センターを中心とした連携型」は、都道府県が
単独で設置主体となっている19施設のうち18施設におい
て、都道府県単独で運営資金を拠出している。

Ⅳ．考察

（１）性暴力被害者に対するワンストップ支援体制
　内閣府はわが国におけるワンストップ支援センターの
設置を促進するにあたり、韓国のワンストップ支援セン
ターに関する調査を実施した。また、日本フォレンジッ
ク看護学会及び特定非営利活動法人女性の安全と健康の
ための支援教育センターが実施しているSANE養成プロ
グラムは、米国の性暴力被害者支援制度であるSANEプ
ログラムを参考にしている。
　そこで、性暴力被害者支援の先達であるこれらの国々
における性暴力被害者支援について概観し、わが国が設
置を進めているワンストップ支援センターの現状と比較
する。
１）韓国における性暴力被害者支援
　韓国では、2005年に警察庁がソウル警察病院内に「女
性、学校暴力被害者ワンストップ支援センター」を設置
し、産婦人科、精神科、小児科、救急科の専門医師が24
時間診療するワンストップ医療支援、社会福祉士が24時
間常駐するワンストップ相談支援、相談専門女性警察官
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が24時間勤務して被害者の事情聴取を行って事件を迅速
に処理するワンストップ捜査支援とワンストップ法律支
援を行うシステムを整備した４）。
　平成24年に内閣府が実施した調査では、全国に16か所
のワンストップ支援センターが設置されており、医療支
援、相談支援、捜査支援、法律支援を行っている。それ
らはいずれも国公立病院、大学病院、民間医療法人など
300床以上の大型病院に併設されており、わが国のワン
ストップ支援センターの類型では「病院拠点型」に類似
している。
　運営に関しては、行政機関（市、道）、警察、病院が
協約を締結し、行政の委託事業として実施している。病
院は設置スペースを無料で提供し、医療サポートを行っ
ている。運営資金は基本的に国と地方行政機関が負担
し、被害者の医療費は国費（女性家族部所管の性犯罪被
害者に対する治療費支援）で賄われている。例えば、ソ
ウル市がソウル大学に委託して運営するポラメ病院に設
置された「ポラメワンストップ支援センター」において
は、運営資金は国とソウル市が50％ずつ負担し、治療費
は国が負担している５）。

２）米国における性暴力被害者支援
　米国では性暴力被害者支援事業として、特別にト
レーニングされた性暴力被害者支援看護職（SANE）が
365日24時間、主に病院の救命救急センターをベースと
して性暴力被害者に初期ケアを提供しており、これは

「SANEプログラム」と呼ばれている。
　SANEは、1976年に米国テネシー州で看護職者が法医
学的証拠採取を行ったのが始まりとされる６）。SANEは、
起訴を前提とした法医学的証拠採取や創傷の評価、性感
染症の治療、妊娠の評価や避妊法だけではなく、性暴力
被害の心的外傷に関する対応など広範囲にわたるトレー
ニングを受けている。そして、被害者の尊厳を守り、被
害者が証拠採取によりさらなる心的外傷を受けないよう
努め、証拠採取のプロセスを通じて被害者が自己決定で
きるよう配慮することで、自己をコントロールする力を
回復できるよう援助する７）。米国では、主として病院の
救命救急センターにSANEを配置し、被害者に対して集
中して専門的な支援を行うことで、性暴力被害の２次予
防・３次予防を担っている。
　SANEプログラムもわが国のワンストップ支援セン
ターの類型では「病院拠点型」に類似している。SANE
はワンストップ医療支援を主な任務とし、起訴に向けた
証拠採取や法廷での証言なども行っている。SANEプロ
グラムは性暴力被害者の初期対応を行うことが主な目的
であるため、心理カウンセリングなど長期にわたって支
援が必要な場合は他の支援組織に引き継いでいるが、精
神的支援に関する研修も受けており相談員としての役割
も果たしている８）。
　SANEプログラムは国の助成金や補助金、病院からの

補助、寄付金により運営されている。SANEプログラム
においても運営資金の不足が問題となっており、特に地
方におけるSANEプログラムでは国の助成金や補助金を
十分に受けることができず厳しい運営状況にある９）。

３）わが国における性暴力被害者支援
　性暴力被害者が置かれている状況やニーズは多様であ
り、個々の事情に応じた支援を適切に行う必要がある。
特に性暴力被害者に対する支援は多岐に渡り、かつ専門
的である。性暴力被害者に一元的に対応できる組織を設
置し、どの関係機関・団体等を起点としても、一定レベ
ル以上の必要な支援が途切れることなく受けられる体制
を整備する必要があった10）。
　内閣府は、平成23年の「第２次犯罪被害者等基本計
画」策定時に、犯罪被害者団体等から意見聴取会を開催
した。その際にワンストップ支援センターの設置に関す
る要望が寄せられた。具体的には、地方公共団体等にお
ける窓口の設置、二次被害を受けた被害者救済のための
組織・制度の創設、国や地方公共団体における総合的対
応窓口の設置を内容とするものであった１）。これらを受
けて、内閣府犯罪被害者等施策推進室は平成24年に「性
犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター
開設・運営の手引き」を作成するに至った。この中で、
わが国で実現可能なワンストップ支援センターの形態と
して「病院拠点型」、「相談センター拠点型」、「相談セン
ターを中心とした連携型」の３類型が示され、地方公共
団体が中心となり設置が進められてきた。
　この３類型はわが国の実情に合わせた設置形態であ
る。韓国や米国においては、性暴力被害者支援の拠点は
病院であり、わが国の３類型では「病院拠点型」に該当
する。わが国の場合、大都市においては「病院拠点型」
のワンストップ支援センターを設置することは可能であ
るが、ほとんどの地方都市では「病院拠点型」の設置は
困難である。地方都市においては、複数の産婦人医が常
勤している病院の数が少なく、また病院としても拠点病
院を引き受けることで業務負担が増加するにも関わら
ず、それに見合う医療収入が見込めない。今回の調査で
も、「病院拠点型」が7施設、「相談センター拠点型」が
２施設、「相談センターを中心とした連携型」が25施設
であり、「病院拠点型」は全体の21％に過ぎなかった。
　設置主体については、都道府県が単独で設置主体と
なっているものが25施設であり、全体の74％を占めてい
る。このうち、設置者である都道府県が運営主体を兼ね
ているものが20施設あり、残りの５施設は犯罪被害者支
援センターに運営を委託している。運営資金は共同出資
も含めると26施設において都道府県が関与しており、全
体の76％に達している。わが国のワンストップ支援セン
ターでは、開設や運営の資金を都道府県の補助金や民間
の寄付に頼っており、性暴力被害者支援を充実させるに
は資金不足が大きな課題となっている。
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　これに対し、国は平成29年度に初めて「性犯罪・性暴
力被害者の支援体制整備促進のための交付金」を予算に
計上した。ワンストップ支援センターの開設費や運営費
のほか、警察に相談しなかった被害者の医療費、医療関
係者や相談員の研修費などを対象とし、地方自治体が負
担した経費の２分の１または３分の１を国が補助するこ
とになった。国からの資金援助は、都道府県が積極的に
ワンストップ支援センターの運営に関与することを促進
するものであり、性暴力被害者支援における都道府県の
役割がますます大きくなっている。
　わが国のワンストップ支援センターの運営時間に注目
すると、相談時間を365日24時間体制で整備しているの
は全体の24％に過ぎない。「病院拠点型」で７施設のう
ち３施設、「相談センターを中心とした拠点型」では25
施設のうち５施設である。性暴力被害は夜間に多く、性
暴力被害者支援が救急医療に位置付けられていることを
考えると被害直後の医学的診察が必須である11）。また、
性暴力被害者支援においては早期に介入することが、そ
の後の精神的ダメージの回復にも好影響を及ぼすことか
ら、被害直後から支援を開始することが望ましいとされ
る12）。365日24時間体制を整備するには、人的要因と財
政的要因において制約があると考えられるが、性暴力
被害者の支援は社会の責務であることを考えると、365
日24時間体制に向け少しずつ進んでいくことが必要であ
る。

（２）わが国のワンストップ支援センターの今後
　わが国の性暴力被害者支援において韓国や米国との
相違は、相談時間において365日24時間体制を整えてい
る施設が全体の24％と少ないことである。韓国のワンス
トップ支援センターも米国のSANEプログラムも365日
24時間体制を整えている。性暴力被害は夜間、休日を問
わず発生し、初期対応が最も重要であることを考えると
365日24時間体制を整えることが望ましい。両国では病
院内に性暴力被害者支援施設が設置されており、これが
365日24時間体制の整備を可能にしている要因の一つで
あると考えられる。
　わが国では平成24年以降ワンストップ支援センターが
急速に整備され、各都道府県に最低１施設が設置される
時期が迫っている。それと同時にSANEの研修を受けた
看護師も毎年増加している。これらの看護師は、通常は
一般病院に勤務しており、その専門性を発揮する機会が
ほとんどないのが現状である。ごく限られた「病院拠点
型」のワンストップ支援センターにおいて、そのスタッ
フとして貢献しているに過ぎない。
　SANEのほとんどは病院に勤務しているので、病院内
に相談センターを有するいわゆる「病院拠点型」のワン
ストップ支援センターであれば、病院所属のSANEが性
暴力被害者の支援に貢献するシステムを構築し易い。わ
が国は「相談センターを中心とした連携型」が多数を占

めるが、連携している病院の中から病院内に相談セン
ターを設置し拠点となる病院が現れることで、SANEの
活用に向けたシステムの構築が進むと思われる。人的要
因及び財政的要因が性暴力被害者支援の課題となってい
ることを考えると、国が中心となって支援を展開してい
る韓国のように大規模病院が拠点となることが望まし
い。そのためには各都道府県に存在している大学病院や
各都道府県の拠点となっている公立病院などが拠点病院
としての役割を担うようなシステム作りを進めることが
理想である。都道府県が主導する方針に変わりはない
が、国が平成29年度に「性犯罪・性暴力被害者の支援体
制整備促進のための交付金」を予算に計上したことは画
期的なことである。
　SANEの業務に関しては、米国におけるSANEは法医
学的証拠採取を主な業務としているが、わが国ではこ
れらは医師の業務となっている。このため、わが国の
SANEは、性暴力被害の初期段階における性感染症や緊
急避妊などの医療相談や精神的サポートを主な業務とし
ている。法医学的証拠採取ができなくても、医療に関す
る情報の提供においてSANEの専門性を十分に生かすこ
とができ、またSANE養成講座の研修においては精神的
支援についても学ぶため、性暴力被害の初期段階での
SANEの役割は被害者にとって有益である。今後、性暴
力被害者支援を充実させるためにワンストップ支援セン
ターにおいてSANEの活用を進めていくことも一つの方
法である。

Ⅴ．おわりに

　わが国のワンストップ支援センターは「病院拠点型」
にこだわることなく、「相談センター拠点型」や「相談
センターを中心とした連携型」という類型を含め急速に
設置が進められてきた。近々、各都道府県に１施設以上
のワンストップ支援センターが設置される見込みとなっ
ている。
　しかしながら、「病院拠点型」は全体の21％にとどまっ
ており「相談センターを中心とした連携型」が大半を占
めている。また、相談時間において365日24時間体制を
整えているのは全体の24％と少ないのが現状である。韓
国のワンストップ支援センターや米国のSANEプログラ
ムは、基本的に「病院拠点型」であり、365日24時間体
制を整えている。わが国は「相談センターを中心とした
連携型」が多く、また運営資金面で国の補助がなかった
ことから365日24時間体制の整備が遅れてきた。しかし
ながら、国による運営資金の援助が行われるようになっ
たことから、今後は365日24時間体制に向かい整備が進
められていく可能性がでてきた。
　ワンストップ支援センターの開設と並行して、わが国
では性暴力被害者支援の専門家であるSANEの養成が進
められている。一部の「病院拠点型」のワンストップ支
援センターにおいては、SANEがスタッフとして活躍し
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ているが、今後は「相談センターを中心とした連携型」
のワンストップ支援センターにおいても活躍できるよう
なシステムを考えていくことも必要である。例えば、複
数の協力病院の中でも大規模病院を拠点病院として位置
づけ、そこにSANEを配置するなど「相談センターを中
心とした連携型」ではあるが「病院拠点型」の要素も盛
り込むようなシステムを作っていくのも一つの方法であ
る。
　ワンストップ支援センターの設置とSANEの養成がリ
ンクし、性暴力被害者支援の専門的知識と技能を備えた
SANEを十分に活用するような制度を構築することが社
会の責務として求められているのではないだろうか。

　なお、本研究は、文部科学研究費補助金（課題番号
15K11667）を受けて行ったものである。
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